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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１.売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれていません。 

２.平成18年９月中間連結会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準 

   第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針 

   第８号）を適用しています。 

回次 第95期中 第96期中 第97期中 第95期 第96期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 193,670 201,297 214,820 402,273 414,164 

経常利益（百万円） 11,565 8,521 7,341 23,960 19,228 

中間（当期）純利益（百万円） 2,675 2,582 3,425 9,302 10,625 

純資産額（百万円） 101,788 134,108 141,302 113,807 142,944 

総資産額（百万円） 636,598 664,293 715,313 646,151 688,940 

１株当たり純資産額（円） 854.82 930.84 961.93 955.02 962.19 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
22.45 21.83 28.20 77.28 89.96 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益（円） 
20.60 20.16 26.08 70.89 82.80 

自己資本比率（％） 16.0 16.5 16.9 17.6 16.4 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
14,167 9,097 21,069 42,495 34,525 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△1,391 △20,578 △45,442 △6,966 △36,556 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△7,091 10,284 19,693 △29,463 3,093 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高（百万円） 
73,939 74,984 72,798 75,977 77,301 

従業員数（人） 7,973 7,813 7,718 7,831 7,627 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１.売上高には、消費税等は含まれていません。 

    ２.平成18年９月中間会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準 

         第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用 

        指針第８号）を適用しています。 

回次 第95期中 第96期中 第97期中 第95期 第96期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 158,884 161,066 169,169 320,892 330,520 

経常利益（百万円） 6,404 4,025 1,802 11,312 7,901 

中間（当期）純利益（百万円） 1,582 2,103 392 4,890 5,253 

資本金（百万円） 29,933 30,351 30,408 30,119 30,403 

発行済株式総数（千株） 127,896 128,870 129,003 128,328 128,990 

純資産額（百万円） 137,534 140,364 140,918 144,017 141,636 

総資産額（百万円） 425,763 445,860 554,489 434,712 464,977 

１株当たり純資産額（円） 1,077.02 1,114.51 1,097.96 1,129.50 1,128.13 

１株当たり中間(当期)純利益（円） 12.39 16.60 3.10 37.86 41.53 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益（円） 
11.51 15.45 3.00 35.09 38.59 

１株当たり配当額（円） 5.00 5.00 5.00 10.50 10.50 

自己資本比率（％） 32.3 31.5 25.4 33.1 30.5 

従業員数（人） 3,000 2,821 3,426 2,813 2,744 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、事業の種類別セグメントの主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 平成19年４月１日に当社は連結子会社であった名古屋パルプ株式会社を吸収合併しています。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）   従業員数は就業人員数を表示しています。 

(2) 提出会社の状況 

 （注） １．従業員数は就業人員数を表示しています。 

      ２．従業員数が前期末より682名増加していますが、これは主に平成19年４月１日に連結子会社であった名古

屋パルプ株式会社と合併したことによるものです。 

(3) 労働組合の状況 

  労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

紙パルプ製品事業 5,003 

紙加工製品事業 2,178 

その他の事業 334 

全社（共通） 203 

合計 7,718 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 3,426 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間における国内経済は、好調な企業業績を背景に設備投資の増加や雇用環境の改善に伴う個

人消費の回復など、緩やかに拡大しました。紙パルプ業界においては、商業印刷用紙を中心に紙・板紙の国内需

要は堅調に推移しましたが、重油、輸入木材チップ及び古紙などの原燃料価格の高騰により、厳しい経営環境と

なりました。 

 このような状況のなかで、当社グループでは、高付加価値商品の開発・拡販を推進し、既存設備の生産効率の

向上や物流の合理化などの諸施策を実施するとともに、販売価格の修正に取り組むことにより、一層の収益力の

強化を図りました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は2,148億2千万円（前年同期比6.7％増）、損益面では減価償却を

134億9千5百万円実施後、営業利益は109億7千5百万円（同5.2％減）、経常利益は73億4千1百万円（同13.8％

減）、中間純利益は34億2千5百万円（同32.6％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。 

① 紙パルプ製品事業 

 売上高は1,623億4千9百万円（前年同期比2.5％増）となり、営業利益は56億4千7百万円（同52.9％減）とな

りました。主要な部門別の状況は次のとおりです。 

 新聞用紙は、昨年６月のサッカーワールドカップ開催の反動があったものの、当中間期の需要は横ばいとな

り、当社グループにおきましても販売数量・金額ともに前年同期並みとなりました。 

 印刷用紙のうち、上級紙はユーザーのビジュアル化指向に伴って需要が塗工紙へ移行しているため、販売数

量・金額ともに前年同期を下回りました。塗工紙は、DVDレコーダー・薄型テレビなどのデジタル関連機器等

のチラシ・カタログの増加、不動産広告及び求人広告の増加により需要が増加し、当社グループにおきまして

も、販売数量・金額ともに前年同期を上回りました。 

 衛生用紙は、主力製品である『エリエールティシュー180Ｗ』、『エリエールトイレットティシュー』の品

質の差別化を図り、「エリエール」ブランドの価値向上に取り組み、また、『エリエールトイレットティシュ

ーフラワープリント』を新発売し、高級プリントトイレット市場での拡販を進めました。その結果、販売数量

は価格修正前の駆け込み需要が発生した前年同期を下回りましたが、販売金額は販売価格の修正により前年同

期を上回りました。 

 段ボール原紙の国内需要は、飲料を中心とした加工食品分野、薄型テレビなどのデジタル家電分野などの需

要が堅調に推移し、前年同期を上回りました。当社グループにおきましても、高付加価値商品の拡販を行うと

ともにユーザーへの提案営業を継続したことにより、販売数量・金額ともに前年同期を上回りました。 

② 紙加工製品事業 

 売上高は425億4千3百万円（前年同期比14.4％増）となり、営業利益は43億6千9百万円（同198.8％増）とな

りました。主要な部門別の状況は次のとおりです。 

 段ボールの国内需要は、今夏の猛暑の影響を受けて飲料などの加工食品分野の需要が堅調に推移し、前年同

期を上回りました。当社グループにおきましても、既存取引先への拡販や新規取引先の開拓を進め、生産効率

の向上に継続して取り組んだ結果、販売数量・金額ともに前年同期を上回りました。 

 ベビー用紙おむつは、少子化により需要が減少するなか、テープ式の全面リニューアルを行い、表面材にビ

タミンＥを塗布した「ふわサラビタミンＥシート」を採用し、パンツタイプでは「ふわふわストレッチファイ

バー」を継続して使用し、やわらかさ・薄さ・フィット性を向上させるなど、更に品質向上の取り組みを進め

たことで、販売数量・金額ともに前年同期を上回りました。 

 大人用紙おむつは、P&G社のアテント事業を取得し、９月からアテントブランド製品の販売を開始し、既存

のテークケアブランド製品との併売体制にしました。また、皮膚トラブル発生の軽減に特化した『テークケア

Ｓケアシリーズ』の提案を行った結果、配荷店舗及び採用する医療・福祉施設が増加したことにより、販売数

量・金額ともに前年同期を上回りました。 

 生理用ナプキンは、『新・素肌感』シリーズの全面リニューアルを行い、表面シートに凸加工を付加するこ

とにより、なめらかさとベタつき防止を図るとともに、多様化する使用シーンに合わせてロングタイプのスリ

ム２品を新発売した結果、市場全体が縮小傾向にあるものの、販売数量・金額ともに前年同期並みとなりまし

た。 

 ③ その他事業 

 売上高は99億2千6百万円（前年同期比74.0％増）となり、営業利益は28億3千4百万円（同1,501.3％増）と

なりました。 



(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較して45億3

百万円減少し、727億9千8百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得た資金は210億6千9百万円となり、前年同期と比較して119億7千2百万円増加しました。こ

れは、主に売上債権が減少したことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により支出した資金は454億4千2百万円となり、前年同期と比較して248億6千4百万円増加しまし

た。これは、当社三島工場の塗工紙生産設備を中心に固定資産の取得による支出が増加したことによるもので

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により得た資金は196億9千3百万円となり、前年同期と比較して94億9百万円増加しました。これ

は、社債の償還による支出が減少したことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりです。 

 （注） 金額は製造原価によっています。 

(2) 受注状況 

 紙パルプ製品事業及び紙加工製品事業の製品については、需要を予測して見込生産を行っており、特に受注生

産は行っていません。 

(3) 販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりです。 

 （注） セグメント間の取引については相殺消去しています。 

 なお、総販売実績に対する割合が10％以上の相手先がないため、前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間

の「主な相手先別販売実績及び総販売実績に対する割合」の記載は行っていません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成19年６月14日に米国P&G（ザ・プロクター・アンド・ギャンブル・カンパニー）が日本で展開する

大人用紙おむつ「アテント」の事業を譲り受ける契約を締結し、平成19年９月１日に正式に事業を譲り受けまし

た。 

（１）譲受目的 

 当社は、「エリエール」ブランドでティシュー・トイレットペーパー等の家庭用紙製品ではトップシェア

を得ていますが、加えて大人用・ベビー用の紙おむつ、女性用生理用品、各種ウェットワイプ等の加工品分

野での強化に取り組んでおり、「アテント」の事業を取得することにより、当社における既存の大人用紙お

むつと合わせて市場シェア２位となり、加工品分野のより一層の競争力アップにつなげます。 

（２）譲受内容 

大人用紙おむつ「アテント」の事業に関連する商標権及び生産設備など。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

紙パルプ製品事業 131,299 6.4 

紙加工製品事業 32,428 15.3 

その他の事業 6,234 11.9 

合計 169,962 8.2 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

紙パルプ製品事業 162,349 2.5 

紙加工製品事業 42,543 14.4 

その他の事業 9,926 74.0 

合計 214,820 6.7 



５【研究開発活動】 

 当社グループは、ユーザーニーズの変化に対応した商品の開発・改良に主眼を置き、高付加価値製品の商品化、

複合商品などの新規分野の開発及び薬品や新素材の研究開発を進めています。 

 現在、研究開発は当社の開発部、技術部、ホーム＆パーソナルケア事業部商品企画部が中心となって行っていま

す。 

 当中間連結会計期間における当社グループ全体（紙パルプ製品事業・紙加工製品事業・その他の事業）の研究開

発費は、12億1千3百万円です。 

 当中間連結会計期間における紙パルプ製品事業・紙加工製品事業における研究開発活動状況は次のとおりです。

(1) 紙パルプ製品事業 

 当社の開発部、技術部、ホーム＆パーソナルケア事業部商品企画部が中心となって、紙パルプ製品について高

付加価値商品、環境対応商品などの研究開発を行っています。当中間連結会計期間の主な成果は以下のとおりで

す。 

 衛生用紙については、消費者ニーズに合った商品、競合他社と比較して差別化のある商品の開発・上市を行い

ました。昨今、メタボリックシンドロームという言葉が広く浸透する等、家族や自分の健康を意識する人が増え

ており、「健康は気になるが、揚げ物は食べたい、食べさせたい」と考えている生活者ニーズに対応する『エリ

エールカロリーライトキッチンタオル』を上市しました。『エリエールカロリーライトキッチンタオル』は、繊

維の隙間にしっかり油を吸収できる厚みのあるシートと吸った油をすばやく拡散できるナチュラルリーフエンボ

スを使用し、油をシート内に吸い込み拡散を一層促進する油剤シート加工により、カロリー吸収量で２倍の油を

吸収できる新しい機能を持ったキッチンタオルを開発しました。また、生産工場で発生する汚れの拭き取りや病

院・介護施設内での清潔用ワイプとして『エリエールプロワイプ』シリーズを上市しました。その他にも使用場

所・使用シーンに合わせ、極細長繊維不織布ワイプ、コットン不織布ワイプ（エコマーク製品）、パルプ100％

紙ワイプ（森林認証製品）、リサイクルパルプ100％紙ワイプ（グリーンマーク製品）等の環境に配慮した商品

を含む19アイテムを上市し、平成19年春に上市した８アイテムと合わせ全アイテムの品揃えとしました。 

 当事業に係る研究開発費は8億4千4百万円です。 

(2) 紙加工製品事業 

 当社のホーム＆パーソナルケア事業部商品企画部及び紙加工製品生産会社が、紙おむつやナプキンなど紙加工

製品の新商品開発に取り組んでいます。当中間連結会計期間の主な成果は以下のとおりです。 

 ベビーケア製品では、テープ式紙おむつにおいて、天然ビタミンＥを配合した『ふわサラシート天然ビタミン

Ｅプラス』を新開発し、従来品よりさらにスキンケア機能を充実させ、パンツ式Ｍサイズにおいては新型の3層

構造吸収体を採用し、吸収機能を強化しました。 

 フェミニンケア製品については、モレに対する安心感を損なわず、就寝時の使用でも快適性を感じられるよう

に消費者の表面素材の好みに合わせて、従来の「さらさらタイプ」７アイテムに加え、「ふわふわタイプ」２ア

イテムの品揃えを追加しました。「ふわふわタイプ」の表面素材には、従来の不織布より30％細い繊維を使用

し、なめらかな表面性と装着時のふんわり感、使用時のサラッと感を両立した夜用ナプキンを開発しました。 

 シルバーケア製品については、P&G社より同社の大人用紙おむつブランド「アテント」の事業を取得し、９月

より譲り受けた27アイテムを当社ラインナップとして販売を開始しました。P&G社開発部門よりアテントに関す

る仕様・素材・設計・品質管理等の引継ぎを受け、当社での生産に備えています。当社での生産は、P&G社への

OEMを経て、生産設備を移設した後の平成20年３月より予定しています。既存自社製品としては、９月にパンツ

タイプのウエストギャザーの接着強度を高める改善を行うとともに、薄型パンツでは吸収体にセカンドシートを

付加することにより吸収スピードと吸収量をさらに向上させました。 

 ハウスホールドケア製品については、ベビー用おしりふきは、肌の弱い乳幼児が対象の商品であるため、今ま

で以上の肌へのやさしさを実現させるため、防腐剤にパラベンを使用しない薬液処方に変更、容器には可愛らし

いデザインのペンギン・アヒル型のボックスを採用した『GOO.N肌にやさしいおしりふき』を９月にリニューア

ル上市しました。また、掃除用ウェットワイプにおいては、環境へのやさしさを追求するため、中層にリサイク

ルパルプを100％使用したシートをサンドした３層構造のシートを用いた『エルフォーレトイレクリーナー』を

９月に新規上市しました。 

 当事業に係る研究開発費は2億5千6百万円です。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、当社は連結子会社であった名古屋パルプ㈱を吸収合併したことにより同社の設

備を引き継いでおります。その設備の状況は以下のとおりです。 

 提出会社 

 (平成19年９月30日現在)

 （注） 帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品です。なお、金額には消費税等は含まれていません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）当中間連結会計期間において前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。 

（２）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備計画のうち、当中間連結会

計期間に完了したものは以下のとおりです。 

         新設  

         当社三島工場において、前連結会計年度末に計画中であった塗工紙生産設備等については平成19年９月

に完了しました。これにより、同工場の生産能力は24,000t/月増加しています。 

（３）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりです。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれていません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び 

構築物 
機械装置 
及び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

可児工場 

（岐阜県可児市）  

紙パルプ 

製品事業  
生産設備  10,263 22,642 2,733 310 35,948 502 

可児工場川辺製造部  

（岐阜県加茂郡川辺町） 

紙パルプ 

製品事業  
生産設備  1,505 1,848 1,258 13 4,624 125 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達 
方法 

着手及び完了予定 
完成後の 
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額 

（百万円） 
着手 完了 

当社 
可児工場 

岐阜県 
可児市 

紙パルプ 
製品事業 

バイオマス
ガス化設備 

1,400 － 
 自己資金 
 借入等 

平成19年12

月 

平成20年7

月 

重油削減量 
7,200kl/年 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は含

まれていません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 当社は、旧商法第341条ノ２の規定に基づき新株予約権付社債を発行しています。 

 （注）１．当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、以後本新株予約権を行使することはできません。 

また、本新株予約権の一部行使はできないものとします。 

２．旧商法第341条ノ２第４項の定めにより本社債と本新株予約権のうち一方のみを譲渡することはできませ 

    ん。 

種    類 発行可能株式総数（株） 

普  通  株  式 300,000,000 

計 300,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 129,003,624 129,008,290 ㈱東京証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 129,003,624 129,008,290 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 9,170 9,166 

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個） 
－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,700,116 10,695,449 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,000,000 同左 

新株予約権の行使期間 自 平成15年１月６日 
至 平成20年３月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格        
857 
資本組入額       
429 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注１） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注２） 同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
 －  － 

新株予約権付社債の残高（百万円） 9,170 9,166 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  （注） 新株予約権の行使による増加です。 

(5）【大株主の状況】 

          

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 

（注） 

12 129,003 5 30,408 5 29,395 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大王商工株式会社 愛媛県四国中央市三島紙屋町２番60号 9,542 7.39 

愛媛製紙株式会社 愛媛県四国中央市村松町370番地 5,331 4.13 

カミ商事株式会社 愛媛県四国中央市三島宮川１丁目２番27号 4,700 3.64 

株式会社伊予銀行 愛媛県松山市南堀端町１番地 4,699 3.64 

エリエール商工株式会社 香川県三豊市財田町財田中4980番地 4,660 3.61 

北越製紙株式会社 新潟県長岡市西蔵王３丁目５番１号  3,686 2.85 

株式会社愛媛銀行 愛媛県松山市勝山町２丁目１番地 3,028 2.34 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,837 2.19 

兵庫パルプ工業株式会社  兵庫県丹波市山南町谷川858番地  2,752 2.13 

農林中央金庫  東京都千代田区有楽町１丁目13番２号  2,610 2.02 

計 － 43,849 33.94 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が12,000株（議決権の数12個）含まれて

います。 

②【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  11,743,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 115,917,000 115,917 － 

単元未満株式 普通株式   1,343,624 － １単元（1,000株）
未満の株式 

発行済株式総数 129,003,624 － － 

総株主の議決権 － 115,917 － 

  (平成19年９月30日現在) 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数 

（株） 

他人名義所有
株式数 

（株） 

所有株式数の
合計 

（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

大王製紙株式会社 
愛媛県四国中央市三

島紙屋町２番60号  
657,000 － 657,000 0.51 

いわき大王製紙株式会社 
福島県いわき市南台

４丁目３番６号 
2,306,000 － 2,306,000 1.79 

大津板紙株式会社 
滋賀県大津市馬場 

１丁目15番15号 
1,647,000 － 1,647,000 1.28 

大宮製紙株式会社 
静岡県富士宮市 

野中町329番地 
1,238,000 － 1,238,000 0.96 

大成製紙株式会社 
岡山県津山市川崎 

200番地１ 
1,150,000 － 1,150,000 0.89 

東京紙パルプ交易株式会

社 

東京都中央区京橋 

３丁目14番６号 
721,000 － 721,000 0.56 

ダイオーペーパーテック

株式会社  

愛媛県四国中央市三

島紙屋町５番１号  
587,000 － 587,000 0.46 

ダイオーエンジニアリン

グ株式会社 

愛媛県四国中央市寒

川町4765番地２ 
517,000 － 517,000 0.40 

九州大王製紙パッケージ

株式会社 

熊本県宇土市 

岩古曽町2005番地 
477,000 － 477,000 0.37 

ダイオーペーパーコンバ

ーティング株式会社 

愛媛県四国中央市 

寒川町4765番地11 
405,000 － 405,000 0.31 

東海大王製紙パッケージ

株式会社 

愛知県豊橋市明海町

４番66 
379,000 － 379,000 0.29 

ダイオーメンテナンス株

式会社 

愛媛県四国中央市 

三島朝日１丁目10番 
236,000 － 236,000 0.18 

エリエールペーパーテッ

ク株式会社 

栃木県さくら市鷲宿

4776番４ 
213,000 － 213,000 0.17 

 



所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数 

（株） 

他人名義所有
株式数 

（株） 

所有株式数の
合計 

（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

大王紙運輸株式会社 

愛媛県四国中央市 

三島朝日１丁11番45

号 

202,000 － 202,000 0.16 

赤平製紙株式会社 
北海道赤平市共和町

199番地５ 
186,000 － 186,000 0.14 

大王製紙パッケージ株式

会社 

茨城県猿島郡五霞町

幸主甲528番地  
170,000 － 170,000 0.13 

名古屋紙運輸株式会社 
岐阜県可児市土田

1785番地 
132,000 － 132,000 0.10 

エリエールフーズ株式会

社 

愛媛県四国中央市 

三島朝日２丁目１番

21号 

123,000 － 123,000 0.10 

東京紙パルプインターナ

ショナル株式会社 

東京都港区高輪 

３丁目５番25号 
102,000 － 102,000 0.08 

エリエールテクセル株式

会社 

岐阜県可児市今東山

677番１号 
81,000 － 81,000 0.06 

大建紙販売株式会社 
東京都中央区日本橋

浜町２丁目62番６号 
75,000 － 75,000 0.06 

中部大王製紙パッケージ

株式会社 

静岡県藤枝市善左衛

門86番１号  
38,000 － 38,000 0.03 

エリエール印刷株式会社 
愛媛県四国中央市 

川之江町4087番11号 
37,000 － 37,000 0.03 

大宮運輸株式会社 
静岡県富士宮市 

野中町68番地 
22,000 － 22,000 0.02 

関西大王製紙パッケージ

株式会社 

兵庫県神崎郡福崎町

高橋290番地27 
13,000 － 13,000 0.01 

四国紙販売株式会社 
愛媛県四国中央市 

具定町454番地１ 
10,000 － 10,000 0.01 

丸菱ペーパーテック株式

会社 

愛媛県四国中央市 

金生町下分2012番地 
9,000 － 9,000 0.01 

エリエール運輸株式会社 
愛媛県四国中央市 

寒川町4765番地11 
8,000 － 8,000 0.01 

中国大王製紙パッケージ

株式会社 

岡山県小田郡矢掛町

本掘641番地 
2,000 － 2,000 0.00 

計 － 11,743,000 － 11,743,000 9.10 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりです。 

（１）退任役員 

 （２）役職の異動 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 954 927 966 974 950 955 

最低（円） 902 873 888 891 822 871 

役名 職名 氏名 退任年月日 

常務取締役 財務担当 伊藤 史朗 平成19年10月31日 

取締役 三島工場次長 真鍋 良穂 平成19年10月31日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 大阪支店長委嘱 取締役 大阪支店長 中谷 浩 平成19年10月１日

取締役 
経理部長 兼 計画
予算部・財務部担
当 

取締役 
経理部長 兼 計画
予算部担当 

魚田 敏夫 平成19年11月１日

常務取締役 洋紙営業本部長 常務取締役 
洋紙営業本部長 
兼 情報・特殊紙
営業本部担当 

和田 直久 平成19年11月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しています。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しています。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月

30日）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）の中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けています。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金 ※２   76,787 74,714   79,358 

２．受取手形及び売掛金 ※５   137,873 128,928   146,045 

３．たな卸資産     55,370 61,667   56,589 

４．その他     11,300 13,177   11,879 

貸倒引当金     △742 △670   △716 

流動資産合計     280,589 42.2 277,816 38.9   293,157 42.6

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ※1.2       

(1)建物及び構築物   70,923 72,710 70,434   

(2)機械装置及び運搬具   132,079 139,620 134,933   

(3)土地   81,566 83,805 81,575   

(4)建設仮勘定   － 49,592 27,554   

(5)その他   27,250 311,821 47.0 8,828 354,557 49.6 8,612 323,110 46.9

２．無形固定資産         

(1)のれん   4,724 18,717 5,720   

(2)その他   3,802 8,527 1.3 3,007 21,724 3.0 3,188 8,908 1.3

３．投資その他の資産         

(1)投資有価証券   42,516 37,002 40,713   

(2)その他   22,274 25,274 24,138   

貸倒引当金   △1,566 63,224 9.5 △1,231 61,044 8.5 △1,233 63,618 9.2

固定資産合計     383,572 57.8 437,326 61.1   395,637 57.4

Ⅲ 繰延資産     131 0.0 169 0.0   146 0.0

資産合計     664,293 100.0 715,313 100.0   688,940 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形及び買掛金 ※５   52,020 48,239   58,717 

２．短期借入金     149,906 149,211   150,983 

３．社債（１年内償還予定）     853 1,018   973 

４．新株予約権付社債 

（１年内償還予定） 
    － 9,170   9,181 

５．賞与引当金     4,694 4,538   4,589 

６．その他     31,597 39,014   38,358 

流動負債合計     239,072 36.0 251,191 35.1   262,804 38.2

Ⅱ 固定負債         

１．社債     52,084 72,156   61,638 

２．新株予約権付社債     9,284 －   － 

３．長期借入金     215,251 224,766   207,144 

４．長期設備等未払金     1,397 11,044   1,430 

５．退職給付引当金     13,034 13,045   12,887 

６．役員退職慰労引当金     － 966   － 

７．その他     58 839   92 

固定負債合計     291,111 43.8 322,818 45.1   283,192 41.1

負債合計     530,184 79.8 574,010 80.2   545,996 79.3

          

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１. 資本金     30,351 4.6 30,408 4.3   30,403 4.4

２. 資本剰余金     29,861 4.5 29,395 4.1   29,913 4.3

３. 利益剰余金     60,513 9.1 67,873 9.5   66,261 9.6

４. 自己株式     △10,626 △1.6 △1,990 △0.3   △11,112 △1.6

 株主資本合計     110,100 16.6 125,687 17.6   115,465 16.7

Ⅱ 評価・換算差額等         

１. その他有価証券評価差

額金 
    3,686 0.6 646 0.1   2,823 0.4

２. 為替換算調整勘定     △4,356 △0.7 △5,401 △0.8   △5,546 △0.8

 評価・換算差額等合計     △669 △0.1 △4,755 △0.7   △2,723 △0.4

Ⅲ 少数株主持分      24,677 3.7 20,370 2.9   30,201 4.3

純資産合計     134,108 20.2 141,302 19.8   142,944 20.7

 負債純資産合計     664,293 100.0 715,313 100.0   688,940 100.0

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     201,297 100.0 214,820 100.0   414,164 100.0 

Ⅱ 売上原価     152,421 75.7 167,118 77.8   313,823 75.8

売上総利益     48,875 24.3 47,701 22.2   100,340 24.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   37,295 18.5 36,725 17.1   74,874 18.1

営業利益     11,579 5.8 10,975 5.1   25,466 6.1

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息   182 269 313   

２．受取配当金   258 312 517   

３．不動産賃貸料   117 135 279   

４．仕入割引   208 254 490   

５．補助金   315 65 838   

６．その他   491 1,574 0.7 468 1,505 0.7 998 3,437 0.8

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息   3,942 4,400 8,143   

２．その他   690 4,633 2.3 738 5,139 2.4 1,532 9,675 2.3

経常利益     8,521 4.2 7,341 3.4   19,228 4.6

Ⅵ 特別利益         

１．保険金収入   － 964 －   

２．固定資産売却益 ※２  13 119 258   

３．過年度損益修正益   257 97 626   

４．その他   111 382 0.2 51 1,233 0.6 272 1,157 0.3

Ⅶ 特別損失         

  １. 役員退職慰労引当金繰

入額 
  － 945 －   

  ２. 投資有価証券売却損   716 － 704   

  ３. 固定資産除却及び売却損 ※３ 271 165 1,338   

４. 役員退職慰労金   62 － 336   

５．減損損失 ※４ － 77 1,183   

６．その他   193 1,243 0.6 229 1,418 0.7 1,095 4,658 1.1

税金等調整前中間（当

期）純利益 
    7,660 3.8 7,156 3.3   15,726 3.8

法人税、住民税及び事

業税 
  2,894 719 3,223   

法人税等調整額   168 3,063 1.5 2,371 3,091 1.4 △1,742 1,481 0.4

少数株主利益     2,013 1.0 640 0.3   3,619 0.8

中間(当期)純利益     2,582 1.3 3,425 1.6   10,625 2.6

          



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

30,119 29,629 58,683 △8,488 109,943 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 232 232     465 

剰余金の配当（注）     △624   △624 

役員賞与の支給（注）     △93   △93 

中間純利益     2,582   2,582 

自己株式の取得       △2,239 △2,239 

連結範囲の変更に伴う増減     △55   △55 

持分比率の変動に伴う増減     △213 101 △112 

海外連結子会社のインフレーシ
ョン会計に基づく増加 

    233   233 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

        － 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

232 232 1,829 △2,137 157 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

30,351 29,861 60,513 △10,626 110,100 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

7,290 △3,425 3,864 24,672 138,480 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行         465 

剰余金の配当（注）         △624 

役員賞与の支給（注）         △93 

中間純利益         2,582 

自己株式の取得         △2,239 

連結範囲の変更に伴う増減         △55 

持分比率の変動に伴う増減         △112 

海外子会社のインフレーション会
計に基づく増加 

        233 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△3,604 △930 △4,534 5 △4,528 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△3,604 △930 △4,534 5 △4,371 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

3,686 △4,356 △669 24,677 134,108 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

30,403 29,913 66,261 △11,112 115,465 

当中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 5 5     11 

剰余金の配当     △618   △618 

中間純利益     3,425   3,425 

自己株式の取得       △26 △26 

合併による増減    △522 △1,112 9,147 7,512 

連結範囲の変更に伴う減少     △568   △568 

海外連結子会社のインフレーシ
ョン会計に基づく増加 

    486   486 

株主資本以外の項目の当中間連
結会計期間中の変動額（純額） 

        － 

当中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

5 △517 1,612 9,121 10,221 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

30,408 29,395 67,873 △1,990 125,687 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,823 △5,546 △2,723 30,201 142,944 

当中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行         11 

剰余金の配当         △618 

中間純利益         3,425 

自己株式の取得         △26 

合併による増減          7,512 

連結範囲の変更に伴う減少         △568 

海外連結子会社のインフレーシ
ョン会計に基づく増加 

        486 

株主資本以外の項目の当中間連
結会計期間中の変動額（純額） 

△2,177 144 △2,032 △9,830 △11,863 

当中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△2,177 144 △2,032 △9,830 △1,641 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

646 △5,401 △4,755 20,370 141,302 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

30,119 29,629 58,683 △8,488 109,943 

当連結会計年度中の変動額          

新株の発行 284 283     568 

剰余金の配当（注）     △624   △624 

剰余金の配当     △564   △564 

役員賞与の支給（注）     △93   △93 

当期純利益     10,625   10,625 

自己株式の取得       △2,732 △2,732 

連結範囲の変更に伴う増減     △1,642   △1,642 

持分比率の変動に伴う増減     △377 108 △268 

海外連結子会社のインフレーシ
ョン会計に基づく増加 

    253   253 

株主資本以外の項目の当連結会
計年度中の変動額（純額） 

        － 

当連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

284 283 7,578 △2,624 5,522 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

30,403 29,913 66,261 △11,112 115,465 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

7,290 △3,425 3,864 24,672 138,480 

当連結会計年度中の変動額          

新株の発行         568 

剰余金の配当（注）         △624 

剰余金の配当         △564 

役員賞与の支給（注）         △93 

当期純利益         10,625 

自己株式の取得         △2,732 

連結範囲の変更に伴う増減         △1,642 

持分比率の変動に伴う増減         △268 

海外連結子会社のインフレーシ
ョン会計に基づく増加 

        253 

株主資本以外の項目の当連結会
計年度中の変動額（純額） 

△4,467 △2,120 △6,587 5,529 △1,058 

当連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△4,467 △2,120 △6,587 5,529 4,463 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,823 △5,546 △2,723 30,201 142,944 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約 

連結キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前中間（当期）純利益   7,660 7,156 15,726

減価償却費   10,804 13,495 23,243

減損損失   － 77 1,183

のれん償却額   308 279 709

貸倒引当金の増減額   15 △47 △341

投資有価証券売却損益   716 △23 580

退職給付引当金の増加額   185 158 38

受取利息及び受取配当金   △441 △582 △830

支払利息   3,942 4,400 8,143

有形固定資産売却損益   12 △87 △95

有形固定資産除却損   244 134 1,175

売上債権の増減額   △13,538 17,415 △21,283

たな卸資産の増加額   △1,171 △4,976 △2,700

支払債務の増減額   4,913 △12,789 12,033

その他債務の増減額   1,472 △2,031 3,779

その他   △1,372 366 △861

小計   13,750 22,946 40,500

法人税等の支払額   △4,653 △1,876 △5,975

営業活動によるキャッシュ・フロー   9,097 21,069 34,525

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入・払出による増減額   △185 141 △456

有価証券の取得による支出   △0 － △0

有形固定資産の取得による支出   △15,524 △29,975 △34,973

有形固定資産の売却による収入   476 315 1,069

無形固定資産の取得による支出   － △15,686 －

投資有価証券の取得による支出   △6,796 △817 △7,631

投資有価証券の売却による収入   546 28 1,972

貸付けによる支出   △6 △273 △56

貸付金の回収による収入   363 31 911

利息及び配当金の受取額   607 838 1,320

その他   △60 △45 1,287

投資活動によるキャッシュ・フロー   △20,578 △45,442 △36,556

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入れによる収入   6,709 5,868 16,815

短期借入金の返済による支出   △7,650 △8,488 △19,140

長期借入れ等による収入   58,617 58,748 91,164

長期借入金等の返済による支出   △40,292 △42,426 △82,958

社債の発行による収入   10,150 11,000 20,250

社債の償還による支出   △10,386 △436 △10,813

自己株式の取得による支出   △2,261 △26 △2,753

利息の支払額   △3,979 △3,926 △8,281

配当金の支払額   △624 △618 △1,188

その他   1 － －

財務活動によるキャッシュ・フロー   10,284 19,693 3,093

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   36 △24 △81

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △1,160 △4,703 980

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   75,977 77,301 75,977

 Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額   － － 176

Ⅷ 連結子会社と外部会社の合併に伴う現金同
等物の増加額   168 200 168

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 74,984 72,798 77,301

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 39社 

主要な連結子会社名 

名古屋パルプ㈱、いわき

大王製紙㈱、フォレスタ

ル・アンチレLTDA 

(1) 連結子会社の数 38社 

主要な連結子会社名 

いわき大王製紙㈱、フォ

レスタル・アンチレLTDA 

  

 なお、前連結会計年度

まで連結子会社であった

名古屋パルプ㈱は平成19

年４月１日付で、当社が

吸収合併しています。 

(1) 連結子会社の数 40社 

主要な連結子会社名 

名古屋パルプ㈱、いわき

大王製紙㈱、フォレスタ

ル・アンチレLTDA 

 なお、近江大王製紙パ

ッケージ㈱については、

重要性が増したことか

ら、当連結会計年度から

連結子会社に含めること

としました。 

  (2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社 

中京紙パルプ販売㈱ 

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社 

同左 

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社 

同左 

  （連結の範囲から除いた理由）

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていませ

ん。 

（連結の範囲から除いた理由）

同左 

（連結の範囲から除いた理由）

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていません。 

２．持分法の適用に関する事項  持分法を適用していません。 

 非連結子会社（中京紙パルプ

販売㈱他）及び関連会社（川崎

紙運輸㈱他）は、それぞれ中間

純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外してい

ます。 

同左 

  
 持分法を適用していません。 

 非連結子会社（中京紙パルプ

販売㈱他）及び関連会社（川崎

紙運輸㈱他）は、それぞれ当期

純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外してい

ます。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は次

のとおりです。 

同左  連結子会社の決算日が連結決

算日と異なる会社は次のとおり

です。 

  会社名   中間決算日 

フォレスタル・

アンチレLTDA 
  ６月30日 

  会社名    決算日 

フォレスタル・

アンチレLTDA. 
  12月31日  

   連結子会社の中間決算日現在

の財務諸表を使用しています。

ただし、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

います。 

   連結子会社の決算日現在の財

務諸表を使用しています。ただ

し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上

必要な調整を行っています。 

４．会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は主

として移動平均法に

より算定） 

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は主として移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

主として移動平均法

による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

デリバティブ 

同左 

  たな卸資産 

主として移動平均法によ

る原価法 

たな卸資産 

同左 

たな卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

有形固定資産 

主として定額法 

 なお主な耐用年数は以下

のとおりです。 

 建物及び構築物 

８年～56年 

 機械装置及び運搬具 

７年～22年 

   

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

有形固定資産 

主として定額法 

 なお主な耐用年数は以下

のとおりです。 

 建物及び構築物 

８年～56年 

 機械装置及び運搬具 

７年～22年 

(会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間より、

平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更

しています。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中

間純利益はそれぞれ56百万

円減少しています。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しています。 

(追加情報) 

 法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却

し、減価償却に含めて計上

しています。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中

間純利益はそれぞれ1,815

百万円減少しています。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しています。 

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

有形固定資産 

主として定額法 

 なお主な耐用年数は以下

のとおりです。 

 建物及び構築物 

８年～56年 

 機械装置及び運搬具 

７年～22年 

   

  無形固定資産 

定額法 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 (3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

しています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与に充てるため、将来の

支給見込額のうち当中間連

結会計期間負担額を計上し

ています。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与に充てるため、将来の

支給見込額のうち当連結会

計年度負担額を計上してい

ます。 

    ────────── 

  
  ────────── 

  
役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞

与に充てるため、当連結会

計年度末における支給見込

額に基づき計上していま

す。 

(会計方針の変更) 

 当連結会計年度より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号

平成17年11月29日）を適用

しています。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ217

百万円減少しています。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、該当箇所に

記載しています。  

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上していま

す。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することにしています。 

 過去勤務債務は、その発

生時の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）に

よる定額法により費用処理

しています。 

 退職給付引当金 

同左  

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しています。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することにしています。 

 過去勤務債務は、その発

生時の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）に

よる定額法により費用処理

しています。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項   ──────────  役員退職慰労引当金  

 役員の退職慰労金に備え

るため、内規に基づく当中

間連結会計期間末の要支給

額を計上しています。 

(会計方針の変更) 

 役員退職慰労金は、従来

支出時の費用として処理し

ていましたが、当中間連結

会計期間より内規に基づく

期末要支給額を計上する方

法に変更しています。 

 この変更は、「租税特別

措置法上の準備金及び特別

法上の引当金又は準備金並

びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会 監

査・保証実務委員会報告第

42号 平成19年４月13日）

が施行されたことに伴い、

内規の整備を行い、役員の

在任期間に対応した費用配

分を行うことにより、期間

損益の適正化と財務体質の

健全化を図るためのもので

す。 

 当中間連結会計期間発生

額49百万円は販売費及び一

般管理費に計上し、過年度

分相当額945百万円は特別

損失に計上しています。 

 これにより営業利益及び

経常利益は49百万円減少し

税金等調整前中間純利益

は、995百万円減少してい

ます。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、該当箇所に

記載しています。  

  ──────────  

  (4) 重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

います。 

(4) 重要なリース取引の処理方

法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方

法 

同左 

  (5) その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

(5) その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

(5) その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっていま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなって

います。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関 

 する会計基準） 

   当中間連結会計期間より、「貸借 

  対照表の純資産の部の表示に関する 

   会計基準」（企業会計基準第５号  

   平成17年12月９日）及び「貸借対照 

   表の純資産の部の表示に関する会計 

   基準等の適用指針」（企業会計基準 

   適用指針第８号 平成17年12月９ 

   日）を適用しています。 

   従来の資本の部の合計に相当する 

   金額は、109,431百万円です。 

     なお、当中間連結会計期間におけ 

   る中間連結貸借対照表の純資産の部 

   については、中間連結財務諸表規則 

   の改正に伴い、改正後の中間連結財 

   務諸表規則により作成しています。 

   ――――――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関 

 する会計基準）  

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しています。 

 従来の資本の部の合計に相当する 

金額は、112,742百万円です。 

  なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しています。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表）  

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「の

れん」と表示しています。  

（中間連結貸借対照表）  

 「建設仮勘定」は、前中間連結会計期間まで、有形固

定資産の「その他」に含めて表示していましたが、当中

間連結会計期間末において資産の総額の100分の５を超

えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「建設仮勘定」の金額

は17,524百万円です。 

（中間連結損益計算書） 

１. 当中間連結会計期間の「減価償却費」は4百万円、

「売上割引」は86百万円とそれぞれ営業外費用の100分

の10以下であり、かつ当面増加の見込みがないため、

営業外費用のその他に含めて表示しています。 

２. 「補助金」は、前中間連結会計期間まで営業外収益

の「その他」に含めて表示していましたが、営業外収

益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

 なお、前中間連結会計期間における「補助金」の金

額は、6百万円です。 

３. 「投資有価証券売却損」は、前中間連結会計期間ま

で特別損失の「その他」に含めて表示していました

が、特別損失の総額の100分の10を超えたため区分掲記

しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「投資有価証券

売却損」の金額は、73百万円です。 

（中間連結損益計算書） 

 当中間連結会計期間の「役員退職慰労金」は63百万円

で、特別損失の100分の10以下であり、かつ当面増加の

見込みがないため、特別損失のその他に含めて表示して

います。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１. 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から「のれん償却額」と表示しています。 

２. 「自己株式の取得による支出」は前中間連結会計期

間まで財務活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示していましたが、当中間連結会計期

間で重要性が増したため、区分掲記しています。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「自己株式の取得による支出」は△168百万円で

す。 

３. 営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証

券評価損」は、当中間連結会計期間において金額的重

要性が乏しくなったため「その他」に含めています。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「投資有価証券評価損」は2百万円です。 

４. 営業活動によるキャッシュ・フローの「為替差損

益」は、当中間連結会計期間において金額的重要性が

乏しくなったため「その他」に含めています。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「為替差損益」は131百万円です。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１.「無形固定資産の取得による支出」は前中間連結会計

期間まで投資活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示していましたが、当中間連結会計期

間で重要性が増したため、区分掲記しています。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「無形固定資産の取得による支出」は36百万円で

す。 

２. 投資活動によるキャッシュ・フローの「有価証券の

取得による支出」は△0百万円と金額的重要性が乏し

く、かつ当面増加の見込みがないため、当中間連結会

計期間から「その他」に含めて表示しています。 

    



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

      636,263 百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

       656,737 百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

         645,009 百万円 

※２．(1) 担保に供している資産 ※２．(1) 担保に供している資産 ※２．(1) 担保に供している資産 

  百万円

現金及び預金 415 

建物及び構築物 52,179 

機械装置及び運搬具 78,988 

土地 49,516 

その他有形固定資産 272 

計 181,371 

（内工場財団分） (158,364)

  百万円

建物及び構築物 51,114 

機械装置及び運搬具 72,213 

土地 61,633 

建設仮勘定 11,260 

その他有形固定資産 271 

計 196,493 

（内工場財団分） (151,481)

  百万円

現金及び預金 15 

建物及び構築物 50,828 

機械装置及び運搬具 77,685 

土地 60,094 

その他有形固定資産 267 

計 188,890 

（内工場財団分） (156,909)

(2) 担保資産に対応する債務 (2) 担保資産に対応する債務 (2) 担保資産に対応する債務 

  百万円

短期借入金 3,520 

長期借入金（１年内
返済予定を含む） 

215,531 

長期設備等未払金
（１年内支払予定を
含む） 

2,130 

計 221,181 

（内工場財団分） (205,828)

  百万円

短期借入金 3,247 

長期借入金（１年内
返済予定を含む） 

194,286 

長期設備等未払金
（１年内支払予定を
含む） 

10,542 

社債（１年内償還予
定を含む） 

550 

計 208,626

（内工場財団分） (187,537)

  百万円

短期借入金 3,420 

長期借入金（１年内
返済予定を含む） 

204,760 

長期設備等未払金
（１年内支払予定を
含む） 

1,723 

社債（１年償還予
定を含む） 

750 

計 210,653 

（内工場財団分） (196,554)

 ３．偶発債務 

 連結会社以外の会社に対する

金融機関等からの借入金等に対

し、債務保証を行っています。 

 ３．偶発債務 

 連結会社以外の会社に対する

金融機関等からの借入金等に対

し、債務保証を行っています。 

 ３．偶発債務 

 連結会社以外の会社に対する

金融機関等からの借入金等に対

し、債務保証を行っています。 

  百万円

エリエールフーズ㈱ 1,308 

その他 10社 6,301 

計 7,610 

  百万円

エリエールフーズ㈱ 734 

その他8社 1,752 

(内、外貨建分 2,242千米ドル) 

計 2,487 

  百万円

エリエールフーズ㈱ 1,035 

その他8社 3,909 

(内、外貨建分 4,529 千米ドル)

計 4,944 

 ４．受取手形割引高 

3,461 百万円 

 ４．受取手形割引高 

3,064 百万円 

 ４．受取手形割引高 

3,687 百万円 

受取手形裏書譲渡高 

3,025 百万円 

受取手形裏書譲渡高 

2,119 百万円 

受取手形裏書譲渡高 

3,115 百万円 

 ※５．中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日に決済が行われた

ものとして処理しています。 

なお、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日の残高に含

まれています。 

受取手形 6,578 百万円

 ※５．中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日に決済が行われた

ものとして処理しています。 

なお、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日の残高に含

まれています。 

受取手形 5,139 百万円

   

 ※５．連結会計年度末日の満期手形

の会計処理については、手形

交換日に決済が行われたもの

として処理しています。 

なお、当連結会計年度の末日

が金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が連結会計

年度末日の残高に含まれてい

ます。 

受取手形 6,118 百万円

支払手形 72 百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりです。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりです。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりです。 

  百万円

保管・運送費 17,605 

給与及び手当・賞与 5,505 

  百万円

保管・運送費 17,304 

給与及び手当・賞与 5,307 

  百万円

保管・運送費 35,746 

給与及び手当・賞与 11,879 

※２．この内訳は次のとおりです。 ※２．この内訳は次のとおりです。 ※２．この内訳は次のとおりです。 

土地売却益他 13 百万円 機械及び装置売却益

他 

119 百万円 土地売却益他 258 百万円 

※３．この内訳は次のとおりです。 ※３．この内訳は次のとおりです。 ※３．この内訳は次のとおりです。 

機械及び装置除却損

他 
271 百万円 

機械及び装置除却損

他 
 165 百万円 

機械及び装置除却損

他 
1,338 百万円 

 ※４． ──────────  ※４．減損損失 

当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

ました。 

 当社グループは管理会計上で

継続的に収支を把握している事

業単位にてグルーピングを行っ

ています。なお、事業の用に直

接供していない遊休資産につい

ては個別物件ごとにグルーピン

グを行っています。 

 遊休資産に関しては、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（77百万

円）として計上しています。 

 なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、主

に路線価に基づいて評価してい

ます。 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円）

遊休資産 土地   兵庫県 

姫路市 
60 

 遊休資産 
機械及

び装置
 岐阜県 

可児市 
16 

 ※４．減損損失 

当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。 

 当社グループは管理会計上で

継続的に収支を把握している事

業単位にてグルーピングを行っ

ています。なお、事業の用に直

接供していない遊休資産につい

ては個別物件ごとにグルーピン

グを行っています。 

 上記資産グループの事業価値

が大幅に下落したため、帳簿価

額を回収可能額まで減額し、当

該減少額を減損損失（1,183百万

円）として計上しています。 

 減損損失の内訳は、土地等

1,183百万円となっています。 

 なお、回収可能価額は第三者

の鑑定会社が算定した事業価値

に基づいています。 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円）

事業用資

産 
土地他   米国 

マウイ島 
1,183 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加542千株は、当社の第５回転換社債型新株予約権付社債の普通株式への転換

によるものです。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加2,063千株は、単元未満株式の買取りによる増加32千株、自己株式（当社

株式）の市場買付による増加2,020千株、連結子会社の合併等による自己株式（当社株式）の当社帰属分の増

加10千株です。 

  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）第５回転換社債型新株予約権付社債の減少は新株予約権の行使によるものです。 

  ３．配当に関する事項 

   （１）配当金支払額 

   （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 128,328 542 － 128,870 

合計 128,328 542 － 128,870 

自己株式        

普通株式（注）２ 9,245 2,063 － 11,309 

合計 9,245 2,063 － 11,309 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

第５回転換社債型新株予約権

付社債（注） 
普通株式 11,375 － 542 10,833 9,284 

合計   11,375 － 542 10,833 9,284 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
  普通株式 700 5.50 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 

取締役会 
 普通株式 629 利益剰余金  5.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日



 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加12千株は、当社の第５回転換社債型新株予約権付社債の普通株式への転換

によるものです。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加519千株は、単元未満株式の買取りによる増加28千株、名古屋パルプ㈱と

の合併に際して取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分490千株です。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少9,051千株は、名古屋パルプ㈱との合併に際して外部株主等に対する割当

交付によるものです。 

  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）第５回転換社債型新株予約権付社債の減少は新株予約権の行使によるものです。 

  ３．配当に関する事項 

   （１）配当金支払額 

   （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 128,990 12 － 129,003 

合計 128,990 12 － 129,003 

自己株式        

普通株式（注）２,３ 11,817 519 9,051 3,285 

合計 11,817 519 9,051 3,285 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

第５回転換社債型新株予約権

付社債（注） 
普通株式 10,712 － 12 10,700 9,170 

合計   10,712 － 12 10,700 9,170 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
  普通株式 649 5.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年10月26日 

取締役会 
 普通株式 641 利益剰余金  5.00 平成19年９月30日 平成19年12月10日



 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加662千株は、当社の第５回転換社債型新株予約権付社債の普通株式への転換

によるものです。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加2,571千株は、単元未満株式の買取りによる増加65千株、自己株式（当社

株式）の市場買付による増加2,500千株、連結子会社の合併等による自己株式（当社株式）の当社帰属分の増

加６千株です。 

  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）第５回転換社債型新株予約権付社債の減少は新株予約権の行使によるものです。 

  ３．配当に関する事項 

   （１）配当金支払額 

   （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 （注）配当金の総額には当社保有の自己株式及び名古屋パルプ株式会社が保有していた当社株式に係る配当金は含んで

いません。 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 128,328 662 － 128,990 

合計 128,328 662 － 128,990 

自己株式        

普通株式（注）２ 9,245 2,571 － 11,817 

合計 9,245 2,571 － 11,817 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

第５回転換社債型新株予約権

付社債（注） 
普通株式 11,375 － 662 10,712 9,181 

合計 －  11,375 － 662 10,712 9,181 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
  普通株式 700 5.50 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月10日 

取締役会 
  普通株式 629 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 

定時株主総会 
 普通株式 649 利益剰余金  5.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

  百万円

現金及び預金勘定 76,787 

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△1,802 

現金及び現金同等物 74,984 

  百万円

現金及び預金勘定 74,714 

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△1,915 

現金及び現金同等物 72,798 

  百万円

現金及び預金勘定 79,358 

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△2,056 

現金及び現金同等物 77,301 

２．重要な非資金取引の内容 ２．重要な非資金取引の内容 ２．重要な非資金取引の内容 

  百万円

新株予約権付社債の
資本への転換 

465 

  百万円

新株予約権付社債の
資本への転換 

11 

  百万円

新株予約権付社債の
資本への転換 

568 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額 

 

 機械装置
及び運搬
具 

(百万円) 

 

その他 

(百万円) 

 

合計 

(百万円) 

取得価額
相当額 

 
3,407

 
4,392

 
7,799

減価償却
累計額相
当額 

 

1,795

 

2,544

 

4,340

中間期末
残高相当
額 

 

1,611

 

1,847

 

3,459

 

 機械装置
及び運搬
具 

(百万円)

 

その他 

(百万円)

 

合計 

(百万円)

取得価額
相当額 

 
3,721

 
4,136

 
7,858

減価償却
累計額相
当額 

 

1,472

 

2,482

 

3,955

中間期末
残高相当
額 

 

2,248

 

1,653

 

3,902

 

 機械装置
及び運搬
具 

(百万円) 

 

その他 

(百万円) 

 

合計 

(百万円)

取得価額
相当額 

 
3,311

 
4,084

 
7,395

減価償却
累計額相
当額 

 

1,566

 

2,349

 

3,916

期末残高
相当額 

 

1,744

 

1,734

 

3,479

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しています。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

います。 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額等 

   未経過リース料中間期末残高相当 

  額 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額等 

   未経過リース料中間期末残高相当

  額 

２．未経過リース料期末残高相当額等

   未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 1,152 

１年超 2,307 

合計 3,459 

  百万円

１年内 1,192 

１年超 2,709 

合計 3,902 

  百万円

１年内 1,146 

１年超 2,333 

合計 3,479 

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しています。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しています。 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

  百万円

リース資産減損勘

定の残高 
－ 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

  百万円

リース資産減損勘

定の残高 
－ 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

  百万円

リース資産減損勘

定の残高  
－ 

  百万円

支払リース料 729 

減価償却費相当額 729 

  百万円

支払リース料 746 

減価償却費相当額 746 

  百万円

支払リース料 1,319 

減価償却費相当額 1,319 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっていま

す。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1) 株式 28,419 36,596 8,177 

(2) 債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 258 258 － 

(3) その他 － － － 

合計 28,678 36,855 8,177 

非上場株式 3,693百万円

割引金融債券        7  

  
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1) 株式 29,314 31,388 2,074 

(2) 債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 259 259 － 

(3) その他 － － － 

合計 29,574 31,648 2,074 

非上場株式    3,722百万円

割引金融債券        7  



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1) 株式 28,768 35,196 6,427 

(2) 債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 259 259 － 

(3) その他 － － － 

合計 29,027 35,455 6,427 

非上場株式    3,666百万円

割引金融債券         7 



（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） 時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。 

取引の状況に関する事項 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

(1) 取引の内容 

 借入金に係る利息の支払いについて、金利変動リスクを回避する目的で、一部の借入金に対して金利スワ

ップ取引を利用しています。 

(2) 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行っていませ

ん。 

(3) 取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、支払利息の金利変動リスクを回避する目的で利用しています。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

 利用している金利スワップ取引は、金利相場の変動によるリスクを有しています。なお、デリバティブ取

引の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどな

いと認識しています。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引についての基本方針は取締役会等で決定され、取引の実行は経理担当部門が行っていま

す。なお、支払利息のコスト確定のための限定的な取引のため、管理規定は特に設けていません。 

(6) 取引の時価等に関する事項に係る補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額

であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 

対象物 
の種類 

取引の種類 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

金利 
スワップ取

引 
3,621 △19 △19 2,795 △13 △13 3,041 △15 △15 

合計 3,621 △19 △19 2,795 △13 △13 3,041 △15 △15 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は製品の製造方法の類似性を考慮して区分しています。 

２．各事業の主な製品 

(1) 紙パルプ製品事業  新聞用紙、印刷用紙、包装用紙、衛生用紙、板紙、パルプ他 

(2) 紙加工製品事業   段ボール、印刷、紙おむつ、ナプキン他 

(3) その他の事業    木材、造林、機械、売電他 

  
紙パルプ製
品事業 
（百万円） 

紙加工製品
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 158,408 37,181 5,706 201,297 － 201,297 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
5,762 12,352 4,308 22,423 (22,423) － 

計 164,170 49,533 10,015 223,720 (22,423) 201,297 

営業費用 152,192 48,070 9,837 210,100 (20,383) 189,717 

営業利益 11,978 1,462 178 13,619 (2,040) 11,579 

  
紙パルプ製
品事業 
（百万円） 

紙加工製品
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 162,349 42,543 9,926 214,820 － 214,820 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
8,252 15,868 4,859 28,980 (28,980) － 

計 170,602 58,412 14,785 243,800 (28,980) 214,820 

営業費用 164,955 54,042 11,951 230,949 (27,104) 203,844 

営業利益 5,647 4,369 2,834 12,851 (1,875) 10,975 

  
紙パルプ製
品事業 
（百万円） 

紙加工製品
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 321,919 79,147 13,097 414,164 － 414,164 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
13,136 27,016 9,202 49,355 (49,355) － 

計 335,055 106,163 22,299 463,519 (49,355) 414,164 

営業費用 310,053 102,657 21,713 434,424 (45,726) 388,698 

営業利益 25,001 3,506 586 29,095 (3,628) 25,466 



３．「消去又は全社」の項目に含めた金額及び主な内容は以下のとおりです。 

４．会計方針の変更 

当中間連結会計期間 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しています。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連

結会計期間の営業費用は、紙パルプ製品事業が43百万円、紙加工製品事業が10百万円、その他事業が2百

万円増加し、営業利益が同額減少しています。 

（役員退職慰労引当金の計上基準） 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、

役員退職慰労金は、内規に基づく期末要支給額により計上する方法に変更しています。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、紙パルプ製品事業が47百万円、

紙加工製品事業が1百万円等増加し、営業利益が同額減少しています。 

前連結会計年度 

（役員賞与に関する会計基準） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（3）に記載のとおり、当連結会計年度より

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しています。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は217百万円増加し、営業利益

が同額減少しています。 

５．追加情報 

当中間連結会計期間 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間で均等償却し、減価償却費に含めて計上しています。これ

により、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、紙パルプ製品事業が

1,718百万円、紙加工製品事業が92百万円、その他事業が5百万円増加し、営業利益が同額減少していま

す。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４月

１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しています。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４月

１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しています。 

  
前中間連結
会計期間 
(百万円) 

当中間連結
会計期間 
(百万円) 

前連結会計
年度 

(百万円) 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた 

配賦不能営業費用の金額 
2,715 2,471 4,806 

提出会社の総務部門・経理部

門等、一般管理部門にかかる

費用 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりです。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額  930円84銭

１株当たり中間純利益 21円83銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 

20円16銭

１株当たり純資産額 961円93銭

１株当たり中間純利益 28円20銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 

26円08銭

１株当たり純資産額    962円19銭

１株当たり当期純利益   89円96銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

  82円80銭

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益       

 中間（当期）純利益（百万円） 2,582 3,425 10,625 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

 普通株式に係る中間（当期）純利益 

 （百万円） 
2,582 3,425 10,625 

 期中平均株式数（千株） 118,316 121,445 118,122 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益 
      

 中間（当期）純利益調整額（百万円） 21 20 42 

 （うち支払利息（税額相当額控除後） 

 （百万円）） 
(19) (19) (38) 

 普通株式増加数（千株） 10,833 10,700 10,712 

 （うち新株予約権（千株）） (10,833) (10,700) (10,712) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

────── ────── ────── 

前中間連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．次のとおり第14回無担保社債を発

行しています。 

第14回無担保社債（５年債） 

（１）発行総額 

   100億円 

（２）発行価格    

   額面100円につき金100円 

（３）利率 

   年2.07％ 

（４）払込期日 

   平成18年12月７日 

（５）償還期限 

   平成23年12月７日 

（６）資金使途 

   設備投資資金に充当 

  

１．  ──────―――― １．平成19年３月29日開催の取締役会

の決議に基づき、次のとおり第15

回無担保社債を発行しています。

第15回無担保社債（７年債） 

（１）発行総額 

100億円 

（２）発行価格 

額面100円につき金100円 

（３）利率 

年2.48％ 

（４）払込期日 

平成19年４月26日 

（５）償還期限 

平成26年４月25日 

（６）資金使途 

設備投資資金に充当 

 



前中間連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．  ──────―――― ２．  ──────―――― ２．当社は平成18年12月25日開催の取

締役会における合併契約の承認決

議に基づき、平成19年４月１日を

もって次のとおり連結子会社の名

古屋パルプ株式会社と合併してい

ます。 

（１）合併の目的 

 名古屋パルプ株式会社と当社

が一体となって、商品開発力の

スピードアップと高付加価値商

品への転換を進めるとともにコ

スト競争力を向上させ、より強

固な経営基盤の確立を図りま

す。 

（２）合併の方式 

 当社を存続会社とする吸収合

併方式で、名古屋パルプ株式会

社は解散しています。 

（３）合併比率 

 名古屋パルプ株式会社の株式

１株に対して、当社の株式

16.24株を割当て交付します。

但し、当社が保有する名古屋パ

ルプの株式173,455株及び名古

屋パルプが保有する自己株式６

株については、合併による株式

の割当ては行いません。 

 また、当社の株式を割当て交

付するにあたり新株の発行は行

わず、当社が保有する自己株式

及び名古屋パルプ株式会社が保

有する当社株式10,199,353株を

合併による株式の割当てに充当

します。 

（４）会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10

月31日）に定める共通支配下の

取引等の会計処理に該当し、こ

れに基づき合併に伴う会計処理

を行います。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金 ※２ 38,808 38,922 45,984   

２．受取手形 ※５ 33,703 32,723 33,635   

３．売掛金   71,321 76,735 77,211   

４．たな卸資産   39,664 48,693 39,269   

５．その他   7,828 11,828 8,649   

貸倒引当金   △118 △45 △76   

流動資産合計     191,207 42.9 208,857 37.7   204,673 44.0

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ※1.2       

(1)建物   25,783 36,214 25,294   

(2)機械及び装置   71,123 100,411 72,542   

(3)土地   50,344 54,425 50,434   

(4)建設仮勘定   － 45,619 －   

(5)その他   23,020 11,201 31,201   

有形固定資産合計   170,271 247,872 179,472   

２．無形固定資産   2,705 18,922 2,424   

３．投資その他の資産         

(1)投資有価証券   53,741 52,317 57,106   

(2)長期貸付金   21,245 － 5,251   

(3)その他   21,173 26,755 17,193   

貸倒引当金   △14,588 △371 △347   

投資損失引当金   － － △910   

投資その他の資産合計   81,572 78,701 78,294   

固定資産合計     254,549 57.1 345,496 62.3   260,191 56.0

Ⅲ 繰延資産     103 0.0 135 0.0   111 0.0

資産合計     445,860 100.0 554,489 100.0   464,977 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．買掛金   42,158 37,240 45,989   

２．短期借入金   81,182 101,337 81,230   

３．社債（１年内償還予定）   200 665 200   

４．新株予約権付社債 
（１年内償還予定） 

  － 9,170 9,181   

５. 未払金   12,832 21,628 18,073   

６．未払法人税等   1,752 60 65   

７．賞与引当金   2,228 2,482 2,102   

８．その他   4,741 7,752 6,273   

流動負債合計     145,096 32.5 180,336 32.5   163,114 35.1

Ⅱ 固定負債         

１．社債   50,600 70,597 60,500   

２．新株予約権付社債   9,284 － －   

３．長期借入金   91,019 141,404 90,286   

４．長期設備等未払金   328 9,849 204   

５．退職給付引当金   9,166 10,797 9,234   

６．役員退職慰労引当金   － 584 －   

固定負債合計     160,399 36.0 233,233 42.1   160,225 34.4

負債合計     305,495 68.5 413,570 74.6   323,340 69.5

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１. 資本金     30,351 6.8 30,408 5.5   30,403 6.6 

２. 資本剰余金               

 (1)資本準備金   29,338   29,395   29,390     

 (2)その他資本剰余金   522   －   522     

資本剰余金合計     29,861 6.7 29,395 5.3   29,913 6.5 

３. 利益剰余金               

 (1)利益準備金   5,621   5,621   5,621     

 (2)その他利益剰余金               

 配当準備積立金   3,032   3,032   3,032     

 海外資源開発準備金   800   800   800     

 特別償却準備金   426   237   237     

 固定資産圧縮積立金   746   685   685     

 別途積立金   65,500   70,300   65,500     

 繰越利益剰余金   3,863   465   6,634     

利益剰余金合計     79,989 18.0 81,140 14.6   82,510 17.7 

４. 自己株式     △3,110 △0.7 △651 △0.1   △3,602 △0.8 

株主資本合計     137,093 30.8 140,293 25.3   139,223 30.0 

Ⅱ 評価・換算差額等               

    その他有価証券評価差
額金 

    3,271 0.7 625 0.1   2,412 0.5 

評価・換算差額等合計     3,271 0.7 625 0.1   2,412 0.5 

   純資産合計     140,364 31.5 140,918 25.4   141,636 30.5 

   負債純資産合計     445,860 100.0 554,489 100.0   464,977 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     161,066 100.0 169,169 100.0   330,520 100.0 

Ⅱ 売上原価     133,107 82.6 142,022 84.0   275,035 83.2

売上総利益     27,958 17.4 27,146 16.0   55,485 16.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費     22,898 14.3 23,129 13.6   45,220 13.7

営業利益     5,060 3.1 4,016 2.4   10,264 3.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,602 1.0 1,487 0.9   3,301 1.0

Ⅴ 営業外費用 ※２   2,636 1.6 3,701 2.2   5,665 1.7

経常利益     4,025 2.5 1,802 1.1   7,901 2.4

Ⅵ 特別利益 ※３   38 0.0 1,134 0.6   4,024 1.2

Ⅶ 特別損失 ※４   421 0.2 1,384 0.8   2,354 0.7

税引前中間（当期）純
利益 

    3,642 2.3 1,552 0.9   9,571 2.9

法人税、住民税及び事
業税 

  1,615 22 △15   

法人税等調整額   △76 1,538 1.0 1,136 1,159 0.7 4,332 4,317 1.3

中間(当期)純利益     2,103 1.3 392 0.2   5,253 1.6

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本  
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

任意 
積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

30,119 29,106 522 29,629 5,621 61,755 11,270 78,647 △870 137,524 

中間会計期間中の変動額                    

新株の発行 232 232   232           465 

特別償却準備金の取崩(注)           △189 189 －   － 

固定資産圧縮積立金の取崩 
（注） 

          △61 61 －   － 

別途積立金の積立（注）           9,000 △9,000 －   － 

剰余金の配当（注）             △700 △700   △700 

役員賞与の支給（注）             △60 △60   △60 

中間純利益             2,103 2,103   2,103 

自己株式の取得                 △2,239 △2,239 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                  － 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

232 232 － 232 － 8,749 △7,406 1,342 △2,239 △431 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

30,351 29,338 522 29,861 5,621 70,504 3,863 79,989 △3,110 137,093 

 

評価・換算差額等 
純資産 
合計 

  
その他 

有価証券 
評価差額金 

評価・ 
換算差額 
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6,493 6,493 144,017 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行     465 

特別償却準備金の取崩(注)     － 

固定資産圧縮積立金取崩(注)     － 

別途積立金の積立（注）     － 

剰余金の配当（注）     △700 

役員賞与の支給（注）     △60 

中間純利益     2,103 

自己株式の取得     △2,239 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△3,221 △3,221 △3,221 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△3,221 △3,221 △3,653 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

3,271 3,271 140,364 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

配当準備 
積立金 

海外資源 
開発 
準備金 

特別 
償却 

準備金 

固定資産 
圧縮 

積立金 

平成19年３月31日 残高（百万円） 30,403 29,390 522 29,913 5,621 3,032 800 237 685 

当中間会計期間中の変動額                  

新株の発行 5 5   5           

別途積立金の積立                   

剰余金の配当                   

中間純利益                   

自己株式の取得                   

合併による増減     △522 △522           

株主資本以外の項目の当中間会計期
間中の変動額（純額） 

                  

当中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

5 5 △522 △517 － － － － － 

平成19年９月30日 残高（百万円） 30,408 29,395 － 29,395 5,621 3,032 800 237 685 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 

利益剰余金 

自己
株式 

株主
資本 
合計 

その他
有価証 
券評価 
差額金 

評価・ 
換算差額 
等合計 

その他利益剰余金  
利益
剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日 残高（百万円） 65,500 6,634 82,510 △3,602 139,223 2,412 2,412 141,636 

当中間会計期間中の変動額                

新株の発行         11     11 

別途積立金の積立 4,800 △4,800 －   －     － 

剰余金の配当   △649 △649   △649     △649 

中間純利益   392 392   392     392 

自己株式の取得       △26 △26     △26 

合併による増減   △1,112 △1,112 2,977 1,342     1,342 

株主資本以外の項目の当中間会計期
間中の変動額（純額） 

        － △1,787 △1,787 △1,787 

当中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

4,800 △6,169 △1,369 2,950 1,069 △1,787 △1,787 △717 

平成19年９月30日 残高（百万円） 70,300 465 81,140 △651 140,293 625 625 140,918 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

配当準備 
積立金 

海外資源 
開発 
準備金 

特別償却 
準備金 

固定資産 
圧縮 

積立金 

平成18年３月31日 残高（百万円） 30,119 29,106 522 29,629 5,621 3,032 800 615 807 

当事業年度中の変動額                  

新株の発行 284 283   283           

特別償却準備金の取崩(注)               △189   

特別償却準備金の取崩               △189   

固定資産圧縮積立金の取崩(注)                 △61 

固定資産圧縮積立金の取崩                 △60 

別途積立金の積立(注)                   

剰余金の配当(注)                   

剰余金の配当                   

役員賞与の支給(注)                   

当期純利益                   

自己株式の取得                   

株主資本以外の項目の当事業年度の
変動額（純額） 

                  

当事業年度中の変動額合計（百万円） 284 283 － 283 － － － △378 △121 

平成19年３月31日 残高（百万円） 30,403 29,390 522 29,913 5,621 3,032 800 237 685 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 

利益剰余金 

自己
株式 

株主
資本 
合計 

その他
有価証 
券評価 
差額金 

評価・ 
換算差額 
等合計 

その他利益剰余金  
利益

剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高（百万円） 56,500 11,270 78,647 △870 137,524 6,493 6,493 144,017 

当事業年度中の変動額                

新株の発行         568     568 

特別償却準備金の取崩(注)   189 －   －     － 

特別償却準備金の取崩   189 －   －     － 

固定資産圧縮積立金の取崩(注)   61 －   －     － 

固定資産圧縮積立金の取崩   60 －   －     － 

別途積立金の積立(注) 9,000 △9,000 －   －     － 

剰余金の配当(注)   △700 △700   △700     △700 

剰余金の配当   △629 △629   △629     △629 

役員賞与の支給(注)   △60 △60   △60     △60 

当期純利益   5,253 5,253   5,253     5,253 

自己株式の取得       △2,732 △2,732     △2,732 

株主資本以外の項目の当事業年度の
変動額（純額） 

        － △4,080 △4,080 △4,080 

当事業年度中の変動額合計（百万円） 9,000 △4,636 3,864 △2,732 1,698 △4,080 △4,080 △2,381 

平成19年３月31日 残高（百万円） 65,500 6,634 82,510 △3,602 139,223 2,412 2,412 141,636 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

子会社及び関連会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

子会社及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの  

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

商品、製品、半製品、原材

料、仕掛品 

移動平均法による原価法 

貯蔵品 

総平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

三島工場の建物、構築物、

機械及び装置 

定額法 

(1) 有形固定資産 

三島工場の建物、構築物、

機械及び装置 

定額法 

(1) 有形固定資産 

三島工場の建物、構築物、

機械及び装置 

定額法 

  平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く） 

定額法 

平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く） 

定額法 

平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く） 

定額法 

  公害防止設備 

定額法 

公害防止設備 

定額法 

公害防止設備 

定額法 

   ──────────  

  

可児工場  

 定額法 

 ──────────  

  

  川之江工場・その他 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりです。 

建物及び構築物 

10～50年 

機械及び装置 

７～15年 

  

 川之江工場・その他 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりです。 

建物及び構築物 

10～50年 

機械及び装置 

７～15年 

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

います。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税引前中間純利

益はそれぞれ33百万円減少

しています。 

 川之江工場・その他 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりです。 

建物及び構築物 

10～50年 

機械及び装置 

７～15年 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

  （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上して

います。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税引前中間純利

益はそれぞれ1,617百万円減

少しています。 

  

  (2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウエア 

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

その他 

定額法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりです。 

工業用水道施設利用権 

15年 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額

を計上しています。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

に充てるため、支給見込額を計

上しています。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  ────────── ────────── (3）役員賞与引当金  

 役員に対して支給する賞与に 

充てるため、当事業年度末にお

ける支給見込額に基づき計上し

ています。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）

を適用しています。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、そ

れぞれ50百万円減少していま

す。  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しています。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

とにしています。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理していま

す。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しています。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

とにしています。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理していま

す。 

  ──────────  (5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく当中間会計期

間末の要支給額を計上していま

す。 

（会計方針の変更） 

 役員退職慰労金は、従来支給

時の費用として処理していまし

たが、当中間会計期間より内規

に基づく期末要支給額を計上す

る方法に変更しています。 

 この変更は、「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上の引

当金又は準備金並びに役員退職

慰労引当金等に関する監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会 

監査・保証実務委員会報告第42

号 平成19年４月13日）が施行

されたことに伴い、役員の在任

期間に対応した費用配分を行う

ことにより、期間損益の適正化

と財務体質の健全化を図るため

のものです。 

 当中間会計期間発生額36百万

円は販売費及び一般管理費に計

上し、過年度分相当額585百万円

は特別損失に計上しています。 

 これにより営業利益及び経常

利益は36百万円減少し、税引前

中間純利益は622百万円減少して

います。 

────────── 

  ────────── ────────── (6) 投資損失引当金 

 子会社等の投資に係る損失に備

えるため、当該会社の財政状態及

び将来の回復見込み等を勘案し、

必要額を計上しています。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しています。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しています。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

  なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債

「その他」に含めて表示していま

す。 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

  なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動資産

「その他」に含めて表示していま

す。 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しています。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

140,364百万円です。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しています。 

――――――――――― 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しています。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

141,636百万円です。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しています。  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

――――――――――― 

  

（中間貸借対照表） 

１．「建設仮勘定」は、前中間会計期間まで、有形固定

資産の「その他」に含めて表示していましたが、当中

間会計期間末において資産の総額の100分の５を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「建設仮勘定」の金額は

13,296百万円です。 

２．前中間会計期間まで区分掲記していました「長期貸

付金」（当中間会計期間末の金額は5,261百万円）は、

資産の総額の100分の５以下となったため、当中間会計

期間から投資その他の資産の「その他」に含めて表示

することにしました。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

393,893 百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

   528,570 百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

397,837 百万円 

※２．担保資産 ※２．担保資産 ※２．担保資産 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

  百万円

現金及び預金 400 

建物 16,715 

機械及び装置 37,758 

土地 34,070 

その他有形固定資産 6,589 

計 95,533 

（内工場財団分） (78,073)

  百万円

建物 24,788 

機械及び装置 49,283 

土地 35,815 

建設仮勘定 9,400 

その他有形固定資産 7,217 

計 126,505 

（内工場財団分） (97,978)

  百万円

建物 16,328 

機械及び装置 37,505 

土地 34,070 

その他有形固定資産 6,436 

計 94,340 

（内工場財団分） (75,792)

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 (2) 担保資産に対応する債務 

 上記債務の他、ダイオーエン

ジニアリング㈱他５社の借入金

7,168百万円の担保に供していま

す。 

  百万円

長期借入金（１年内
返済予定分を含む） 

101,765 

長期設備等未払金
（１年内支払予定分
を含む） 

1,182 

計 102,948 

（内工場財団分） (101,723)

 上記債務の他、大宮製紙㈱他

２社の借入金4,012百万円の担保

に供しています。 

  百万円

長期借入金（１年内
返済予定分を含む）

144,203 

長期設備等未払金
（１年内支払予定分
を含む） 

10,297 

短期借入金 900 

社債（１年内償還予
定分を含む） 

280 

計 155,680 

（内工場財団分） (144,423)

 上記債務の他、ダイオーエン

ジニアリング㈱他５社の借入金

5,870百万円の担保に供していま

す。 

  百万円

長期借入金（１年内
返済予定分を含む） 

100,065 

長期設備等未払金
（１年内支払予定分
を含む） 

533 

計 100,599 

（内工場財団分） (100,024)

 ３．保証債務 

 下記の各社の借入金等に対し

て債務保証を行っています。 

 ３．保証債務 

 下記の各社の借入金等に対し

て債務保証を行っています。 

 ３．保証債務 

下記の各社の借入金等に対し

て債務保証を行っています。 

 
連帯保証総
額(百万円) 

  内当社負担 
額(百万円) 

大王製紙パッケー

ジ㈱ 
5,355 

 
5,355 

いわき大王製紙㈱ 4,827   4,827 

関西大王製紙パ
ッケージ㈱ 

4,755 
 

4,755 

その他21社 41,905   41,905 

（内外貨建分） 
  （2,500 

千米ドル） 
 

 （2,500 

千米ドル） 

計 56,843   56,843 

 
連帯保証総
額(百万円)

  内当社負担
額(百万円)

大王製紙パッケー

ジ㈱ 
5,287 

 
5,287 

末広印刷㈱ 4,557   4,557 

関西大王製紙パ
ッケージ㈱ 

4,109 
 

4,109 

その他16社 31,199   31,199 

（内外貨建分） 
  （2,242 

千米ドル）
 

 （2,242 

千米ドル）

計 45,153   45,153 

 
連帯保証総
額(百万円) 

  内当社負担
額(百万円)

大王製紙パッケー

ジ㈱ 
5,325   5,325 

いわき大王製紙㈱ 4,332   4,332 

関西大王製紙パ
ッケージ㈱ 

4,228 
 

4,228 

その他20社 39,184   39,184 

（内外貨建分） 
（4,529 

千米ドル） 
 

 （4,529 

千米ドル）

計 53,070   53,070 

     ㈱サンセイダンボールは10月１

日より、関西大王製紙パッケージ

㈱に社名変更しています。 

      

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

 ４. 受取手形裏書譲渡高  ４. 受取手形裏書譲渡高  ４．受取手形裏書譲渡高 

 ※５．中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日に決済が行われたものと

して処理しています。 

なお、当中間会計期間の末日

が金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日の残高に含まれてい

ます。 

  1,963 百万円

 受取手形 4,774 百万円

 ※５．中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日に決済が行われたものと

して処理しています。 

なお、当中間会計期間の末日

が金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日の残高に含まれてい

ます。 

  1,268 百万円

 受取手形 5,010 百万円

 裏書手形 76 百万円

 ※５．事業年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日

に決済が行われたものとして

処理しています。 

なお、当事業年度の末日が金

融機関の休日であったため、

次の満期手形が事業年度末日

の残高に含まれています。 

    2,163 百万円

受取手形 5,433 百万円

裏書手形 335 百万円

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

  百万円

受取利息 157 

  百万円

受取利息 202 

  百万円

受取利息 327 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

  百万円

支払利息（社債利息

を含む） 
1,981 

  百万円

支払利息（社債利息

を含む） 
3,032 

  百万円

支払利息（社債利息

を含む） 
4,156 

※３． ───────――― ※３．特別利益のうち重要なもの ※３．特別利益のうち重要なもの 

    百万円

保険金収入 959 

  百万円

貸倒引当金戻入益 3,831 

※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの ※４．特別損失のうち重要なもの 

  百万円

固定資産除却及び売却損 

役員退職慰労金 

217 

51 

  百万円

抱合せ株式消滅差損 

役員退職慰労引当金繰入額

固定資産除却及び売却損 

605 

585 

108 

  百万円

固定資産除却及び売却損 

投資損失引当金繰入額 

災害損失 

役員退職慰労金  

958 

910 

283 

51 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

  百万円

有形固定資産 4,643 

無形固定資産 318 

  百万円

有形固定資産 8,433 

無形固定資産 381 

  百万円

有形固定資産 9,578 

無形固定資産 644 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加2,052千株は、単元未満株式の買取りによる増加32千株、自己株式（当社株

式）の市場買付による増加2,020千株です。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  (注) １．普通株式の自己株式の株式数の増加7,416千株は、単元未満株式の買取りによる増加28千株、名古屋パルプ㈱

との合併に際して取得した自己株式（当社株式）7,387千株です。 

 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少10,199千株は、名古屋パルプ㈱との合併に際して同社株主に対する割当

交付によるものです。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加2,565千株は、単元未満株式の買取りによる増加65千株、自己株式（当社株

式）の市場買付による増加2,500千株です。 

次へ 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 875 2,052 － 2,927 

合計 875 2,052 － 2,927 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 3,440 7,416 10,199 657 

合計 3,440 7,416 10,199 657 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式 875 2,565 － 3,440 

合計 875 2,565 － 3,440 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当額 

   
※

その他 

(百万円) 

 
合計 

(百万円) 

取得価額
相当額 

  2,399
 

2,399

減価償却
累計額相
当額 

  1,552

 
1,552

中間期末
残高相当
額 

  847

 
847

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

   
※

その他 

(百万円)

 
合計 

(百万円)

取得価額
相当額 

  2,269
 

2,269

減価償却
累計額相
当額 

  1,499

 
1,499

中間期末
残高相当
額 

  769

 
769

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額 

   
※

その他 

(百万円) 

 
合計 

(百万円)

取得価額
相当額 

  1,888
 

1,888

減価償却
累計額相
当額 

  1,192

 
1,192

期末残高
相当額 

  695

 

695

※「その他」の主なものは、工具・

器具及び備品です。 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り算定しています。 

同左 ※「その他」の主なものは、工具・器

具及び備品です。 

（注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ています。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額等 

 未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料期末残高相当額等

  

  未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 370 

１年超 476 

合計 847 

  百万円

１年内 377 

１年超 391 

合計 769 

  百万円

１年内 342 

１年超 353 

合計 695 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してい

ます。 

同左 

  

  

  

  

         

（注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失 

  百万円 

 リース資産減 

 損勘定の残高 
－ 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

  百万円

 リース資産減 

 損勘定の残高 
－ 

３．支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

  百万円 

 リース資産減 

 損勘定の残高 
－ 

  百万円

支払リース料 243 

減価償却費相当額 243 

  百万円

支払リース料 233 

減価償却費相当額 233 

  百万円

支払リース料 442 

減価償却費相当額 442 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっていま

す。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりです。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,114円51銭

１株当たり中間純利益   16円60銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 

  15円45銭

１株当たり純資産額  1,097円96銭

１株当たり中間純利益     3円10銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 

    3円00銭

１株当たり純資産額  1,128円13銭

１株当たり当期純利益     41円53銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

    38円59銭

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益       

 中間（当期）純利益（百万円） 2,103 392 5,253 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

 普通株式に係る中間（当期）純利益 

 （百万円） 
2,103 392 5,253 

 期中平均株式数（千株） 126,697 126,948 126,501 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期） 

純利益 
      

 中間（当期）純利益調整額（百万円） 21 20 42 

 （うち支払利息（税額相当額控除後） 

 （百万円）） 
(19) (19) (38) 

 普通株式増加数（千株） 10,833 10,700 10,712 

 （うち新株予約権（千株）） (10,833) (10,700) (10,712) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

───── ───── ───── 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．次のとおり第14回無担保社債を発

行しています。 

第14回無担保社債（５年債） 

（１）発行総額 

   100億円 

（２）発行価格    

   額面100円につき金100円 

（３）利率 

   年2.07％ 

（４）払込期日 

   平成18年12月７日 

（５）償還期限 

   平成23年12月７日 

（６）資金使途 

   設備投資資金に充当 

  

１．  ──────―――― １．平成19年３月29日開催の取締役会

の決議に基づき、次のとおり第15

回無担保社債を発行しています。

第15回無担保社債（７年債） 

（１）発行総額 

100億円 

（２）発行価格 

額面100円につき金100円 

（３）利率 

年2.48％ 

（４）払込期日 

平成19年４月26日 

（５）償還期限 

平成26年４月25日 

（６）資金使途 

設備投資資金に充当 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．  ──────―――― ２．  ──────―――― ２．当社は平成18年12月25日開催の取

締役会における合併契約の承認決

議に基づき、平成19年４月１日を

もって次のとおり連結子会社の名

古屋パルプ株式会社と合併してい

ます。 

（１）合併の目的 

 名古屋パルプ株式会社と当社

が一体となって、商品開発力の

スピードアップと高付加価値商

品への転換を進めるとともにコ

スト競争力を向上させ、より強

固な経営基盤の確立を図りま

す。 

（２）合併の方式 

 当社を存続会社とする吸収合

併方式で、名古屋パルプ株式会

社は解散しています。 

（３）合併比率 

 名古屋パルプ株式会社の株式

１株に対して、当社の株式

16.24株を割当て交付します。

但し、当社が保有する名古屋パ

ルプの株式173,455株及び名古

屋パルプが保有する自己株式６

株については、合併による株式

の割当ては行いません。 

 また、当社の株式を割当て交

付するにあたり新株の発行は行

わず、当社が保有する自己株式

及び名古屋パルプ株式会社が保

有する当社株式10,199,353株を

合併による株式の割当てに充当

します。 

（４）会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10

月31日）に定める共通支配下の

取引等の会計処理に該当し、こ

れに基づき合併に伴う会計処理

を行います。 



(2）【その他】 

 平成19年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

①中間配当による配当金の総額……………………641百万円 

②１株当たりの金額…………………………………５円00銭 

③支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年12月10日 

 （注） 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(１) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び12号の規定に基づく臨時報告書 

                               平成19年４月９日関東財務局長に提出 

(２) 発行登録書（株券、社債券等）                  平成19年４月10日関東財務局長に提出 

(３) 自己株券買付状況報告書                      平成19年４月13日関東財務局長に提出 

(４) 発行登録追補書類（株券、社債券等）               平成19年４月19日関東財務局長に提出 

(５) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第96期）(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 平成19年６月29日関東財務局長に提出 

(６) 訂正発行登録書                         平成19年６月29日関東財務局長に提出 

(７) 有価証券報告書の訂正報告書 

    事業年度（第96期）(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)   平成19年11月８日関東財務局長に提出 

  (８) 訂正発行登録書                         平成19年11月８日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成18年12月7日   

大王製紙株式会社       

  取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岡林 正文 印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  吉井  修 印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大王製

紙株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、大王製紙株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成19年12月13日   

大王製紙株式会社       

  取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岡林 正文 印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  吉井  修 印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている大王製紙株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、大王製紙株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成18年12月7日   

大王製紙株式会社       

  取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士   岡林 正文  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士   吉井  修  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大王製

紙株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第96期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大王製紙株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成19年12月13日   

大王製紙株式会社       

  取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士   岡林 正文  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士   吉井  修  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている大王製紙株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第97期事業年度の中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大王製紙株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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